
年度

１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

令和3年4月版

事 業 の 概 要

敷 地 面 積

用
途
別
内
訳

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

分 類 番 号

産業分類名

業
種
等

2021

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業

宿 泊

教 育

指定地球温暖化対策事業者

特定テナント等事業者

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

主要用途：事務所、共同住宅、店舗、駐車場、駐輪場
規模・階数：地上30階／地下3階／塔屋2階
構造：RC造+S造
竣工：2012年1月

5,121.21

基準年度

前年度末 4,907.58

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

基準年度

鹿島建設株式会社

前年度末

太陽有限責任監査法人

㎡

基準年度

45,223.23

㎡前年度末 ㎡

事務所

㎡

㎡

基準年度㎡

基準年度

㎡ 基準年度

526.42 ㎡ 基準年度

㎡ 基準年度

㎡

基準年度

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

不動産賃貸業・管理業

赤坂Ｋタワー

東京都港区元赤坂一丁目２番７号

K_不動産業_物品賃貸業 不動産賃貸業・管理業K69

㎡

前年度末

前年度末

㎡

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

50,839.66

182.43

㎡

㎡

前年度末

前年度末

㎡

㎡ 基準年度 4,907.58 ㎡

㎡

50,839.66

45,405.66

526.42



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

2014

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 2012 1

閲覧可能時間

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

特定地球温暖化対策事業所

再エネの導入・利用に関する取組みについて：現在検討しておりません

閲覧場所：

年度

入手方法：

当事業所は、先端的な省エネルギー・省CO2技術を数多く導入し、テナントビルとして執務空間の快適性を追求
しつつ、最新の省エネ技術と汎用技術の組合せにより、CO2排出量削減を目指したビルである。地球温暖化対策
の推進にあたっては、入居テナントや来訪者の快適性を維持しつつ、各種設備を合理的に運用することで省エ
ネルギーの実現を図る。
① 省エネルギーに繋がる各種設備機器の合理的運用
② 地球温暖化対策の計画策定と実施
③ 入居テナントと協同した省エネルギー活動の実施

公表方法

https://www.kajima.co.jp/sustainability/data/index-j.html#anc_environentアドレス：

31

ホームページで公表

2016

アドレス：

計 画 の
担当部署

鹿島建物総合管理株式会社　首都圏中央支社

03-6804-2874

公 表 の
担当部署

名 称

名 称 赤坂Ｋタワー　マネジメントオフィス

03-6434-0022電 話 番 号 等

電 話 番 号 等

推進責任者（設備管理者）
防災センター（所長）

テナント温暖化対策推進協議会
テナントと温暖化対策推進の協議を行う

推進責任者（テナント管理者）
マネジメントオフィス

エネルギー管理員
防災センター

テナントA 推進員（特定テナント）

※対策推進を統括する責任者

※エネルギー消費設備の維持・改善等の管理・提言を行う

鹿島 開発事業本部
統括管理者

統括管理者
鹿島 開発事業本部（部長）

※各テナントの協力を

取りまとめる責任者

テナントB 推進員

テナントC 推進員

テナントD 推進員

技術管理者
鹿島建物総合管理

首都圏中央支社

※温暖化対策取り纏め責任者

※テナント内の取組を推進する

地球温暖化対策推進委員会

目標管理と計画作成、対策実施を推進する

※統括管理者に技術的な
助言を継続的に行う。

技術管理者

鹿島建物総合管理

赤坂Kタワー 防災センター

（所長）

※統括管理者に技術的な助言を継続的に行う。



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

年度

2023 2024年度 年度2021 2022

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2024

2025 2029年度から

年度から

地球温暖化対策推進委員会を通じて、入居テナントと共同し、快適性を維持
しつつ設備機器の運用改善を実施し、省エネルギー活動を進めていく。

2020 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

当事業所から排出される特定温室効果ガス以外のガス（その他ガス）は、水
道の使用および下水道への排水に伴う二酸化炭素の排出のみであり、節水に
よりその他ガスの削減を図る。

20,379

年度まで

14%

Ⅰ－１
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

4,761

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

年度年度2020

年度年度 年度2022 2023 2024年度 2021

54.3

2020

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

2,773

そ
の
他
ガ
ス

13

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

メ タ ン
（ CH4 ）
一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌ ﾙｵ ﾛｶ ｰﾎ ﾞﾝ
（ HFC ）

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

設備の更新時期には、高効率機器への更新検討を進める。又、保守・点検計
画を策定し、設備の性能・効率低下を防ぎ、総量削減義務の着実な達成を目
指す。

年度

現在に引き続き節水を行うことにより、継続してその他ガスの抑制を図る。

2,760



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

削 減 義 務 量
(D＝Σ (A × B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

2024 年度前削減計画期間 2023 年度2020 年度 2021 年度 2022 年度

3,426

20,379

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2021

2024

2022 年度

Ⅰ－１

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

4,761 4,761

17.00%

2024 年度

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2020 2021

2020 年度まで

○

年度

4.00%

○ ○○ ○

2020 年度
削 減 義 務
期 間 合 計

2023 年度 2024 年度年度

2,0012,001

2,760

4,761

17.00%

23,805

17.00%

4,7614,761

年度 2022 年度 2023

17.00%

具体的な増減要因
3テナントの退去により、エネルギー使用量が減少した。
また、コロナ対策によるテレワークの普及により、テナント使用率が減少した
ことも要因として推量される。

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

特定温室効果
ガス排出量(E) 2,760



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 150200 15_照明設備の運用管理 バックヤード照明の間引き 2015年度4月

2 150200 15_照明設備の運用管理 テナント専有部の照度緩和（4～24階） 2015年度4月～

3 130300 13_換気設備の運転管理 駐車場CO濃度制御運用 2015年度4月

4 130100 13_空気調和の管理 3～24階 最適自動制御の運用 2015年度4月

5 130100 13_空気調和の管理
防災センター・設備・警備・清掃事務所
クールビズ・ウォームビズ実施

2015年度7月～

6 130300 13_換気設備の運転管理 給排気ファン省エネＶベルトの導入 2015年度～

7 130100 13_空気調和の管理 電気室・EV機械室のPAC温度緩和 2015年度4月～

8 130300 13_換気設備の運転管理 自家発電気室給排気ファン運転時間短縮 2016年度6月～

9 130300 13_換気設備の運転管理
未入居階(5・6階)共用部給排気ファン運転
時間短縮

2016年度12月 5・6階は2017年度に入居した為運転短縮は行っておりません。

10 130300 13_換気設備の運転管理 B2F諸室系統外調機の運転時間短縮実施 2017年度8月～
2020年度からは新型コロナウイルス感染予防換気強化により運転時
間短縮

11 130300 13_換気設備の運転管理 2F熱源機械室給気ファン運転時間短縮 2018年度5月～ 夏季のみ実施。(7月～9月)

12

13

14

15

16

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期

17

18

19

20

　　（再生可能エネルギーの設備導入及び利用の状況）

71

72

73

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

81

82

83

【排出量取引の計画及び実施の状況】

91

92

93



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

当事業所は、先端的な省エネルギー・省CO2技術を数多く導入し、テナントビルとして執務空間の快適性を追求し
つつ、最新の省エネ技術と汎用技術の組合せにより、CO2排出量削減を目指したビルである。また、運用面におい
ても省エネルギーの取組みを推進するため、地球温暖化対策推進委員会を組織し、入居テナントや来訪者の快適性
を維持しつつ、各種設備の合理的運用により省エネルギーの実現を図っている。

地球温暖化対策の取り組みとして以下の取り組みを実施
Ⅰ．熱源設備
　1．ターボ冷凍機・温水器：負荷熱量に応じた台数制御運転及び大温度差送水システムの導入
　2．冷水・温水2次ポンプ：負荷流量による台数制御及び末端差圧制御の導入
　3．温度成層型冷水蓄熱槽：夜間蓄熱運転制御の導入
　4．冷却塔ファン：冷却水温度によるファンの段数制御及び冷却水ポンプの温度変流量制御の導入
　5．熱源自動制御：熱源最適システムの導入

Ⅱ．空調設備
　1．基準階空調機：空調機インバーター制御、ＶＡＶ給気風量制御、ＣＯ２制御、外気冷房制御による運用
　2．電気室、ＥＬＶ機械室：室内温度による、換気ファン・ＰＡＣ台数制御の導入
　3．駐車場CO制御の運用

Ⅲ．照明制御
　1．基準階専有部：人感センサー・セキュリティー連動による自動消灯・調光センサーによる出力制御
　2．基準階共用部：セキュリティー連動による自動消灯、夜間スケジュールによる消灯
　3．ＷＣ：人感センサーによる自動消灯
　4．エントランス：休日・夜間スケジュールによる自動消灯、調光センサーによる出力制御
　5．テナント専用部：照度緩和提案（一部実施）

Ⅳ．衛生設備
　1・パントリー：電気温水器の休日・夜間停止
　2・ＷＣ洗面台：電気温水器の夏期停止

再エネの導入・利用に関する取組みについて：現在のところ検討しておりません。



年度

１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

令和3年4月版

142,183.00

㎡

㎡

前年度末

前年度末

㎡

㎡ 基準年度 29,168.00 ㎡

㎡

142,183.00

62,372.00

15,353.00

35,290.00

基準年度

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

総合工事業

東京イースト２１

東京都江東区東陽６丁目３番２号

D_建設業 総合工事業D06

㎡

前年度末

前年度末

㎡

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

15,353.00 ㎡ 基準年度

㎡ 基準年度

㎡

基準年度

鹿島建設株式会社

前年度末

鹿島東京開発株式会社

㎡

基準年度

62,372.00

㎡前年度末 ㎡

事務所

㎡

㎡

基準年度㎡

基準年度

㎡ 基準年度

35,290.00

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

・複合用途ビル(事務所、商業、ホテル、駐車場)である東京イースト２１は、
  所有者である鹿島建設㈱が一括賃借し、不動産の賃借及び運営管理を行っている。
・平成４年７月竣工
・タワー棟　地上21階 地下2階(１.2階は商業店舗区画）、ホテル棟 地上20階地下３
階、
  ビジネスセンター棟 地上5階地下2階（１階は商業店舗区画）、
　駐車場棟 地上6階地下2階（地下2階は全棟で駐車場）
・ホテル棟地下3階に全棟用熱源機器（機械室）を設置（地下3階面積は各用途面積で

33,387.44

基準年度

前年度末 29,168.00

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

事 業 の 概 要

敷 地 面 積

用
途
別
内
訳

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

分 類 番 号

産業分類名

業
種
等

2021

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業

宿 泊

教 育

指定地球温暖化対策事業者

指定地球温暖化対策事業者



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

計 画 の
担当部署

鹿島東京開発株式会社　SCビル事業部　施設グループ

03-5632-9100

公 表 の
担当部署

名 称

名 称 鹿島東京開発株式会社　SCビル事業部　施設グループ

03-5632-9100電 話 番 号 等

電 話 番 号 等

年度

入手方法：

・事業所の設備管理会社との定期的な会議を開催し、設備機器の最適な運転管理を行い省エネに取り組む。
・設備機器の更新を提案し、計画的に省エネ機器導入を実施する。
・社員や入居事業者に対して定期的に開催する会議を通じて環境意識を向上する。

公表方法

アドレス：

1

ホームページで公表

2009

アドレス：

東京都江東区東陽6丁目3番2号

10：00～17：00（土日除く、年末年始等は除く）閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

鹿島東京開発株式会社

特定地球温暖化対策事業所

再エネの導入・利用に関する取組みについて：
・太陽光発電の設置

閲覧場所：

2009

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 1992 8

所有者 鹿島建設㈱

開発事業本部 担当者

共同義務者

鹿島東京開発㈱ 施設管理部 施設部職員(統括管理者)
ＳＣビル事業部 施設グループ 職員(技術管理者)

運営管理定例会

オフィス事業所

モール会テナント会
設備管理会社

東京イースト21管理事務

推進員

鹿島東京開発㈱ ＳＣビル事業部

商業運営管理部職員
モールテナント

温暖化対策推進会議



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

メ タ ン
（ CH4 ）
一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌ ﾙｵ ﾛｶ ｰﾎ ﾞﾝ
（ HFC ）

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

再生可能エネルギー利用を拡充すると共に、最適な運用管理の実施、見直し
及び大型機器の更新により削減義務以上の削減を目指す。

年度

節水により削減を目指す。

11,491

年度 2021

80.8

2020

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

11,576

そ
の
他
ガ
ス

85

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

年度年度 年度2022 2023 2024

その他ガスは、水道及び下水道の使用に伴うものであり、入居事業社の従業
員数により左右される。入居事業者へ節水を呼びかけ削減の協力を依頼す
る。

73,005

年度まで

27%

Ⅰ－１
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

20,001

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

年度年度2020 2021 2022

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2024

2025 2029年度から

年度から

大型設備機器の最適な運用管理の実施及び見直し又は更新等を行う事によ
り、エネルギー使用の最適化・効率化を行い削減義務以上の削減を目指す。

2020 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

年度

2023 2024年度 年度



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

特定温室効果
ガス排出量(E) 11,491

具体的な増減要因
コロナウィルス感染対策の為、緊急事態宣言が発令し、ホテルの稼働率の低下、飲食
店の営業時間短縮や休業、退去(区画114　そじ坊10月、区画115　牛太5月休業から11
月退去）、オフィステナントも在宅勤務が増えたことが要因である。

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

削 減 義 務
期 間 合 計

2023 年度 2024 年度年度

8,5108,510

11,491

20,001

27.00%

100,005

27.00%

20,00120,001

年度 2022 年度 2023

27.00%

年度

27.00%

2020 年度

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2020 2021

2020 年度まで

73,005

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2021

2024

2022 年度

Ⅰ－１

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

20,001 20,001

27.00%

2024 年度

削 減 義 務 量
(D ＝Σ (A× B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

2024 年度前削減計画期間 2023 年度2020 年度 2021 年度 2022 年度

27,000



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 120700
12_蒸気の漏えい及び保温
の管理

蒸気ヘッダー、蒸気弁、フランジ部分の保
温断熱

2010年度 蒸気弁、フランジ部の断熱

2 130100 13_空気調和の管理 高効率空調機への更新 2010年度 ホテル棟空調機の高効率空調機への更新

3 150200 15_照明設備の運用管理 高輝度誘導灯への更新 2010年度 ＬＥＤ誘導灯への更新

4 170100 17_負荷平準化対策 コージェネレーションの運転形態の変更 2011年度 需給契約形態に適合した運転時間のスケジュール化

5 130300 13_換気設備の運転管理 電気室、機械室の換気設備の停止運用 2011年度 外気温度の高い夏季期間中に給排気ファンを停止する

6 140100 14_給湯設備の管理 給湯装置使用期間の短縮 2011年度 夏季(7月～9月)給湯系統の停止(蒸気弁閉止、循環ポンプ停止)

7 150200 15_照明設備の運用管理 高効率照明器具への更新 2012年度 モール一部照明器具ＬＥＤ化

8 130200
13_空気調和設備の効率管
理

熱源機器、空調用ポンプの効率管理 2012年度 空調利用状況に合わせた、空調用ポンプの起動、停止の適正管理

9 150200 15_照明設備の運用管理 ＬＥＤ照明の導入 2012年度 タワー棟3階～21階照明ＬＥＤ化

10 170200 17_コージェネレーション 新規ＣＧＳ(700㎾)の導入 2012年度 新規ＣＧＳ設備(700㎾)導入(2013年度運用開始)

11 150200 15_照明設備の運用管理 ＬＥＤ照明の導入 2020年度 航空障害灯のＬＥＤ化

12 160100 16_昇降機の運転管理 昇降機の更新 2021年度 昇降機1台更新(ホテル棟）

13

14

15

16

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期

17

18

19

20

　　（再生可能エネルギーの設備導入及び利用の状況）

71

72

73

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

81

82

83

【排出量取引の計画及び実施の状況】

91

92

93



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

・700Kwコージェネレーションシステム
　2013年4月から運用開始した700Kwコージェネレーションシステムの排温水利用（タワー棟FCU温水熱交、ホテル
棟給湯　熱交、ジェネリンク式吸収冷凍機)については、負荷状況を常に監視し、確認を行いながら効率的な廃熱
利用を目指している。

・機械室給排気ファン
　2011年度より実施している機械室の給排気ファンの運転を主に利用する飲食店舗の稼働実情に合わせ運転時間の
調整及び出力調整を実施。

・ビジネスセンター屋上のスポットライトのLED化
　2017年度水銀灯からLEDに変更。

・航空障害灯のLED化
　2020年度航空障害灯をLEDに変更。

・2020年ホテル棟エレベーターの更新

・設備会社である鹿島建物総合管理㈱東京イースト21管理事務所担当者及び鹿島東京開発㈱にて月2回節電会議を
実施。設備機器の運用確認、節電対策の検討、省エネ運転の模索及び効果確認を実施継続している。
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